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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第77期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第76期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 4,012 24,664

経常利益（百万円） 117 604

四半期（当期）純利益（百万円） 39 593

純資産額（百万円） 21,024 20,987

総資産額（百万円） 47,040 45,650

１株当たり純資産額（円） 527.89 526.95

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
0.99 14.90

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 44.69 45.97

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△689 △1,514

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△125 531

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△42 △525

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
3,742 4,599

従業員数（人） 447 418

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。　

　　　　２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してい

　　　　　　ない。　　　

３．売上高には、消費税等は含まれていない。　
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。 

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 447  

　（注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員の総数は従業員の100分の10未満であるため記載していない。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 357  

　（注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員の総数は従業員の100分の10未満であるため記載していない。
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第２【事業の状況】

１【受注及び売上の状況】

(1）受注実績

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

建設事業　　　　　　　　（百万円） 3,990

鉄構事業　　　　　　　　（百万円） 7,040

　　合計  　 　  （百万円） 11,030

　（注）不動産事業については、受注概念になじまないため、記載していない。

(2）売上実績

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

建設事業　　　　　　　　（百万円） 1,846

鉄構事業　　　　　　　　（百万円） 1,700

計 　　　　（百万円） 3,547

不動産事業　　　　　　　（百万円）　　　　　　　 464

合計 　　　　（百万円） 4,012

　（注）１．当社及び連結子会社では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。

　　　　２．売上高総額に対する割合が100分10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりである。
　　　　　　当第１四半期連結会計期間　　　　　

                                    ＴＤＫ㈱　　　　1,136百万円　　　28.3％　　　　　　　　　　　　　　　

　(3）売上にかかる季節的変動について
　　　　建設事業、鉄構事業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中している

　　　ため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会

　　　計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動がある。　

　なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。

建設業における受注工事高及び施工高の状況

(1）受注工事高、売上高、繰越工事高及び施工高

期別 工事別
期首繰越　
　工事高
（百万円）

期中受注　
　工事高
（百万円）

計
（百万円）

期中　　売
上高
（百万円）

期末繰越工事高

期中施工高
（百万円）手持工事高

（百万円）

うち施工高

比率
（％）

金額
（百万円）

　当第１四半期

　累計会計期間

（自　平成20年

４月１日

　至　平成20年

６月30日）

建設事業 4,887 3,990 8,877 1,846 7,031 50.8％ 3,574 2,194

鉄構事業 13,102 7,040 20,142 1,700 18,441 28.7 5,284 2,845

計 17,989 11,030 29,019 3,547 25,472 34.8 8,858 5,039

不動産事業 － － － 457 － － － －

合計 － － － 4,005 － － － －

   前事業年度

（自　平成19年

４月１日

　至　平成20年

３月31日）

建設事業 4,097 8,799 12,896 8,009 4,887 66.0％ 3,226 8,734

鉄構事業 13,287 14,617 27,904 14,801 13,102  31.6 4,139 13,832

計 17,384 23,416 40,800 22,810 17,989 40.9 7,365 22,566

不動産事業 － － － 1,825 － － － －

合計 － － － 24,635 － － － －

　（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増

減額を含む。したがって、期中売上高にもかかる増減額が含まれる。
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２．期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。

３．期中施工高は（期中売上高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致する。

(2) 受注工事高　

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

当第１四半期会計期間

（自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日）

建設事業 1,961 2,029 3,990

鉄構事業 1,723 5,317 7,040

計 3,684 7,346 11,030

　

(3）売上高

①　完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

当第１四半期会計期間

（自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日）

建設事業 218 1,628 1,846

鉄構事業 954 746 1,700

計 1,173 2,374 3,547

（注）完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりである。

　　　当第１四半期連結会計期間　

　  　　　　　　　ＴＤＫ㈱　　 　　　　1,136百万円 　　　　32.0％

②　不動産事業等売上高

期別 区分 売上高（百万円）

当第１四半期会計期間

（自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日）

不動産販売 －

不動産賃貸 457

計 457

(4）手持工事高（平成20年６月30日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

建設事業 2,281 4,750 7,031

鉄構事業 9,128 9,313 18,441

計 11,409 14,063 25,472

　

　

　（注）「第２事業の状況」における各事業の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　

EDINET提出書類

株式会社　巴コーポレーション(E01394)

四半期報告書

 5/22



２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

　　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

　したものである。

（１）業績の状況　

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界経済の減速

懸念、あるいは原油、鉱物資源等国際商品市況高騰による原材料価格高を背景に、先行きは不透明感が強まる状況

となった。　　

　当業界においては、公共投資、民間設備投資ともその動向に大きな変化は見られず、また、原材料価格高が受注、利

益に及ぼす影響が大きいこともあり、引き続き厳しい環境下におかれている。

　このような状況の中、当第１四半期連結会計期間の売上高は4,012百万円、利益については、営業利益は74百万円、

経常利益は117百万円、四半期純利益は39百万円となった。　　

　これを事業のセグメント別で見ると、売上高については、建設事業は1,846百万円、鉄構事業は1,700百万円、不動

産事業は464百万円となり、営業損益については、原価率の低減と一般管理費の削減に努めたものの、建設事業は

50百万円、鉄構事業は61百万円の営業損失となり、不動産事業は186百万円の営業利益を計上することとなった。

（２）キャッシュ・フローの状況

　　　営業活動によるキャッシュ・フローは、橋梁工事の工事着手金の受入等により未成工事受入金が増加し、また

　　売上債権が減少したが、橋梁工事及び大型建設工事の工事進捗に伴い未成工事支出金が増加し、仕入債務が減少

　　たので689百万円の支出超となった。　

　　　投資活動によるキャッシュ・フローは、工場機械装置等の有形固定資産の取得により125百万円の支出超とな

　　った。

　　　財務活動によるキャッシュ・フローは、新規の短期借入金を実施したが、社債の定時償還及び配当金の支払に

　　より42百万円の支出超となった。

　　　これにより、「現金及び現金同等物の四半期末残高」は、前期末に比べ857百万円減少し3,742百万円（前期末

　　比18.6％減少）となった。　　

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　  当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はなく、新たな

　　　　課題は生じていない。

　

　　（４）研究開発活動

　        当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は19百万円である。

　　　　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

（提出会社及び国内子会社）

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

（鉄構事業）　　

　　　　前連結会計年度末に計画していた提出会社の機械装置の取得計画は、当第１四半期連結会計期間に126百万円取　

　　　得し、その他の重要な設備の新設、除却等について重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、

　　　拡充、改修、除却、売却等の計画はない。

　

　　　（建設事業）　

　　　　　特記事項なし　

　

　　　（不動産事業）　

　　　　　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次のとおりである。

会社名
事業所名
（所在地）

　　　内容　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

投資予定金額（百万円）
資金調達方法 備考

総額 既支払額

　　提出会社

　　不動産賃貸

　（千葉県浦安市）　　

　　 建  物 360 6 　 自己資金
　平成20年６月着手

　平成21年３月完成予定

　

　（注）「第３　設備の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株)

(平成20年６月30日)

提出日現在発行数
（株）

(平成20年８月８日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 40,763,046 40,763,046

東京証券取引所

市場第一部

札幌証券取引所

－

計 40,763,046 40,763,046 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　  該当事項なし

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項なし

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

 平成20年４月１日～

　平成20年６月30日　
－ 40,763,046 － 3,000,012 － 1,658,242

　

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記　　載

する事ができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしている。

 

　    ①【発行済株式】　　

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　　　　　－

議決権制限株式（その他） － － 　　　　　－

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）　

　普通株式　61,600
－ 　　　　　－

完全議決権株式（その他）
　普通株式

        40,677,900
406,778 　　　　　－

単元未満株式
　普通株式

            23,546
－

１単元（100株）　

未満の株式

発行済株式総数 40,763,046 － －

総株主の議決権 － 406,778 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれており、「議決

権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれていない。

　

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱巴コーポレーション　
東京都中央区勝どき四丁目

５番17号　
61,600 － 61,600 0.15

計 － 61,600 － 61,600 0.15

　（注）割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示している。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 192 217 294

最低（円） 152 170 193

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省

令第14号）に準じて記載している。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けけ

ている。　

　    なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から

    名称を変更している。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】
　　
　　

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
　（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

　（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,742,094 4,599,739

受取手形・完成工事未収入金等 3,622,671 4,015,030

未収還付法人税等 139,412 139,412

未成工事支出金 8,488,697 6,802,781

材料貯蔵品 221,546 214,187

販売用不動産 159,544 191,549

繰延税金資産 319,427 346,807

その他 499,490 384,875

貸倒引当金 △18,469 △20,845

流動資産合計 17,174,416 16,673,537

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 6,200,888 6,247,030

土地 11,307,962 11,307,962

その他（純額） 1,294,417 1,267,287

有形固定資産計 ※
 18,803,268

※
 18,822,280

無形固定資産

のれん 88,159 100,656

その他 136,401 143,898

無形固定資産計 224,560 244,555

投資その他の資産

投資有価証券 9,609,671 8,700,365

繰延税金資産 13,058 12,772

その他 1,301,146 1,282,391

貸倒引当金 △85,272 △85,272

投資その他の資産計 10,838,604 9,910,257

固定資産合計 29,866,433 28,977,093

資産合計 47,040,849 45,650,631
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
　（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

　（平成20年３月31日）

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 5,502,385 6,188,436

短期借入金 3,288,088 2,902,749

1年内償還予定の社債 340,000 340,000

未払法人税等 15,572 87,457

未成工事受入金 3,905,396 2,498,206

引当金 369,384 553,231

その他 643,721 581,667

流動負債合計 14,064,547 13,151,747

固定負債

社債 3,310,000 3,480,000

長期借入金 2,249,608 2,261,758

繰延税金負債 4,425,245 4,087,398

引当金 206,564 198,989

その他 1,760,129 1,483,340

固定負債合計 11,951,548 11,511,486

負債合計 26,016,095 24,663,233

純資産の部

株主資本

資本金 3,000,012 3,000,012

資本剰余金 1,749,049 1,749,049

利益剰余金 13,426,187 13,630,870

自己株式 △332,361 △35,176

株主資本合計 17,842,887 18,344,756

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,181,865 2,642,641

評価・換算差額等合計 3,181,865 2,642,641

純資産合計 21,024,753 20,987,397

負債純資産合計 47,040,849 45,650,631
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

売上高

完成工事高 3,547,348

不動産事業売上高 464,740

売上高合計 4,012,088

売上原価

完成工事原価 3,256,269

不動産事業売上原価 230,936

売上原価合計 3,487,206

売上総利益

完成工事総利益 291,078

不動産事業総利益 233,803

売上総利益合計 524,881

販売費及び一般管理費 ※1
 450,351

営業利益 74,529

営業外収益

受取利息 1,205

受取配当金 74,553

その他 26,068

営業外収益合計 101,827

営業外費用

支払利息 33,444

退職給付会計基準変更時差異の処理額 22,788

その他 2,357

営業外費用合計 58,590

経常利益 117,767

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,743

特別利益合計 2,743

特別損失

固定資産除却損 16,944

たな卸資産評価損 27,502

販売用不動産評価損 32,005

特別損失合計 76,451

税金等調整前四半期純利益 44,059

法人税、住民税及び事業税 9,674

法人税等調整額 △5,141

法人税等合計 4,533

四半期純利益 39,525
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 44,059

減価償却費 188,721

のれん償却額 12,497

売上債権の増減額（△は増加） 392,358

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,685,916

その他の流動資産の増減額（△は増加） △68,166

仕入債務の増減額（△は減少） △686,051

未払金の増減額（△は減少） △43,587

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,407,190

工事損失引当金の増減額（△は減少） △106,519

その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,885

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,687

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,888

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △26,513

受取利息及び受取配当金 △75,759

支払利息 33,444

持分法による投資損益（△は益） △4,822

固定資産除却損 16,944

たな卸資産評価損 27,502

販売用不動産評価損 32,005

その他 △109,104

小計 △642,256

利息及び配当金の受取額 88,077

利息の支払額 △48,070

法人税等の支払額 △87,020

営業活動によるキャッシュ・フロー △689,269

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △90,000

その他 △35,699

投資活動によるキャッシュ・フロー △125,699

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 400,000

長期借入金の返済による支出 △26,811

自己株式の取得による支出 △60

社債の償還による支出 △170,000

配当金の支払額 △245,803

財務活動によるキャッシュ・フロー △42,675

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △857,645

現金及び現金同等物の期首残高 4,599,739

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,742,094
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　会計処理基準に関する事項

の変更

 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更　

　たな卸資産

　①材料貯蔵品

　　　従来、総平均法による原価法によっていたが、

　　当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価

　　に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成

　　18年７月５日）が適用されたことに伴い、総平均

　　法による原価法（貸借対照表価額については収益

　　性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定

　　している。これにより、税金等調整前四半期純利

　　益は、27,502千円減少している。

　②販売用不動産

　　　従来、個別法による原価法によっていたが、当

　　第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に

　　関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18

　　年７月５日）が適用されたことに伴い、個別法に

　　よる原価法（貸借対照表価額については収益性の

　　低下に基づく簿価切下げの方法）により算定して

　　いる。

   　 これにより、税金等調整前四半期純利益は、

　　32,005千円減少している。

　　

 (2)リース取引に関する会計基準の適用

　　  所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

　　ては、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計

　　処理によっていたが、「リース取引に関する会計

　　基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

　　(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改

　　正)）及び「リース取引に関する会計基準の適用

　　指針（企業会計基準適用指針第16号（（平成６年

　　１月18日　(日本公認会計士協会 会計制度委員)、

　　平成19年３月30日改正））が平成20年４月１日以

　　後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸

　　表から適用することができることになったことに

　　伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会

　　計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処

　　理によっている。

　　　また、所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　に係るリース資産の減価償却の方法については、

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　定額法を採用している。

　　　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引について

　　は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

　　理を引き続き採用している。

　　　これに伴う、リース資産計上額、損益に与える

　　影響はない。 
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．固定資産の減価償却費の

算定方法

　減価償却の方法として定率法を採用して

いる固定資産の減価償却費については、連

結会計年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定している。　

２．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法　

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ては、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化

がないと認められるので、前連結会計年度

において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によって

いる。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　原価差異の繰延処理 　季節的に変動する操業度により発生した

原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解

消が見込まれるため、当該原価差異を流動

資産（未成工事支出金）として繰り延べて

いる。　　　　　

　　

　　【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　当社及び連結子会社の機械装置については、従来、耐用年

数を13年としていたが、当第１四半期連結会計期間より

法人税法の改正を契機とし見直しを行い10年に変更してい

る。

　この変更に伴う損益に与える影響は軽微である。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※　有形固定資産減価償却累計額　　　11,978,393千円

　

※　有形固定資産減価償却累計額　　 11,796,309千円

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　従業員給料手当　　　　　　　 　160,822千円　　　　　　　

　　賞与引当金繰入額　　　　　　　  33,118　

　　退職給付費用　　　　　　　　　　 9,844　

    役員退職慰労引当金繰入額　　　 　2,775

　

　２　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業、鉄構事業において、契約により工事の完成引渡しが

第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四

半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間におけ

る売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が

著しく多くなるといった季節的変動がある。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

   借対照表に掲記されている科目の金額と関係

（平成20年６月30日現在）

　 （千円）

 現金及び預金勘定 3,742,094

 現金及び現金同等物　　 3,742,094
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　40,763千株

　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　　 935千株

　

　　　　３. 新株予約権等に関する事項

　          該当事項なし

　

４. 配当に関する事項

　配当金支払額　

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 244,208 6 平成20年３月31日 平成20年６月30日  利益剰余金　

５.株主資本の金額の著しい変動に関する事項

   該当事項なし　

　

　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　
建設事業
（千円）

鉄構事業
（千円）

不動産事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 1,846,533 1,700,815 464,740 4,012,088 － 4,012,088

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 1,846,533 1,700,815 464,740 4,012,088 － 4,012,088

営業利益又は営業損失（△） △50,445 △61,852 186,827 74,529 － 74,529

　（注）事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

 (1) 事業区分の方法

　事業態様により建設工事を主とする建設事業及び工場生産を主とする鉄構事業並びに不動産事業の三事

業に区分している。

 (2) 各区分に属する主要な事業の内容

建設事業：総合建設工事の企画、設計、施工に関する事業

鉄構事業：立体構造物・橋梁・鉄骨・鉄塔の設計、製作、施工に関する事業

不動産事業：不動産の売買、管理及び賃貸借並びにこれらの仲介に関する事業
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【所在地別セグメント情報】

　　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）は、在外子会社及び重要な在外支

　店がないため、記載していない。　　

　

【海外売上高】

　　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月1日　至平成20年６月30日）は、海外売上高がないため、記載

　していない。　　

（有価証券関係）

　　当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

　　その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の

　末日に比べて著しい変動が認められる。

　 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

 (1）株式 3,288,188 8,746,104 5,457,915

 (2）債券 800,000 709,920 △90,079

 (3）その他 9,990 7,869 △2,120

合計 4,098,179 9,463,894 5,365,715

（デリバティブ取引関係）

　該当事項なし

　

（ストック・オプション等関係）

　　　　該当事項なし

　

　     (企業結合等関係）

　　　　該当事項なし
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額　　　　　　　 　（円） 527.89 526.95

　　　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額　　　　　　　　（千円） 21,024,753 20,987,397

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会計年

度末）の純資産額　　　　　　　　　（千円）　
21,024,753 20,987,397

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連結

会計期間末（連結会計年度末）の普通株式の数

　　　　　　　　　　　　　　　　　（千株）

39,827 39,827

　　　　

　　　　２．１株当たり四半期純利益金額　

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額　　　　　（円） 0.99

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載していない。

　      ２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

四半期純利益　　　　　　　　　　　（千円） 39,525

普通株主に帰属しない金額　　　　　（千円） －

普通株式に係る四半期純利益　　　　（千円） 39,525

普通株式の期中平均株式数　　　　　（千株） 39,827

（重要な後発事象）

　　　　該当事項なし

　

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について、当第１四半期連結会計期間より通常の売買取引に係る方法に

変更し、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の取引については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた処理を

行っているが、当第１四半期連結会計期間におけるリース取引残高は、前連結会計年度末に比べて著しい変動が認

められないため、記載していない。

　

　

２【その他】

　該当事項なし
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月８日

株式会社巴コーポレーション

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 河野　明　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡　研三　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社巴コーポ

レーションの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日

から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社巴コーポレーション及び連結子会社の平成20年６月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

　　期報告書提出会社）が別途保管している。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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